


















　日本でも EU 同様「子どもの貧困」が社会問題となり，2013 年 6 月，子どもの貧困対策法（子
































　表 1 は，等価可処分所得の中央値（低い順から高い順に並べた真ん中にあたる数値）の 50％水
準（中央値の半分）を貧困ラインとした貧困率である。60％水準で測定すれば貧困率はこれ以上に
高くなり，40％水準で測定すれば低くなる。EU では中央値の 60％水準を貧困ラインとして用いる
ことも多いが，表 1 は 50％水準で測定した数値である。
　まず，その国全体の貧困率を示す左側の数値をみると，日本は 2012 年で 16.1％，2015 年で
15.6％である。最新データにあたる 2015 年の貧困率は 2012 年の数値より低下したとはいえ，
OECD に加盟している先進 34 ヵ国平均 11.4％と比べて，日本の貧困率は高い。いわゆる先進国で
日本以上に貧困率が高いのはアメリカ 17.5％のみであり，EU 諸国はイギリス 10.5％，ドイツ 9.5％，
フランス 8.2％など，日本よりも低い。
　右側の「子ども（0 ～ 17 歳）の貧困率」は，日本は 2012 年 16.3％，2015 年 13.9％である。OECD 
34 ヵ国平均の 13.6％より高いものの，2015 年データでは同程度まで低下した。とはいえ，フラン

























資 料）OECD Family Database, 
Data for Chart CO2.2 .A. 
Child income poverty rates, 
2014 or nearest available 
y e a r ,  S o u r c e s ： O E C D 
I n c o m e  D i s t r i b u t i o n 
Database.（2017 年 10 月 15
日閲覧）
1 中国 33.9 1 中国 39.7
2 南アフリカ 26.6 2 南アフリカ 32.0
3 コスタリカ 21.9 3 ブラジル 30.1
4 ブラジル 20.0 4 コスタリカ 29.1
5 インド 19.7 5 トルコ 25.3
6 イスラエル 18.6 6 イスラエル 24.3
7 アメリカ 17.5 7 インド 23.6
8 トルコ 17.3 8 スペイン 22.7
9 メキシコ 16.7 9 チリ 21.1
10 ラトビア 16.2 10 ロシア 20.7
11 日本（2012 年） 16.1 11 リトアニア 20.5
12 チリ 16.1 12 アメリカ 20.2
13 リトアニア 15.7 13 メキシコ 19.7
日本（2015 年） 15.6 14 イタリア 19.3
14 エストニア 15.5 15 ギリシャ 19.1
15 スペイン 15.3 16 ポルトガル 18.3
16 ギリシャ 14.8 17 日本（2012 年） 16.3
17 ロシア 14.6 18 ラトビア 15.7
18 イタリア 13.7 19 カナダ 15.0
19 ポルトガル 13.5 20 エストニア 14.7
20 オーストラリア 12.8 21 スロバキア 14.5
21 カナダ 12.6 22 ニュージーランド 14.1
OECD34 ヵ国平均 11.4 日本（2015 年） 13.9
22 ニュージーランド 10.9 OECD34 ヵ国平均 13.6
23 イギリス 10.5 23 オーストラリア 13.0
24 ポーランド 10.4 24 ポーランド 12.8
25 ハンガリー 10.1 25 ハンガリー 11.8
26 スイス 9.9 26 フランス 11.6
27 ドイツ 9.5 27 ルクセンブルク 11.3
28 スロベニア 9.4 28 イギリス 11.0
29 アイルランド 9.2 29 ベルギー 10.9
30 ベルギー 9.1 30 オーストリア 10.6
31 オーストリア 9.0 31 オランダ 10.3
32 スウェーデン 9.0 32 チェコ 10.3
33 スロバキア 8.7 33 スイス 9.9
34 フランス 8.2 34 ドイツ 9.5
35 ルクセンブルク 8.1 35 スウェーデン 9.2
36 ノルウェー 8.1 36 アイルランド 9.2
37 オランダ 7.7 37 スロベニア 9.0
38 フィンランド 6.8 38 アイスランド 7.2
39 アイスランド 6.5 39 ノルウェー 7.2
40 チェコ 5.9 40 フィンランド 3.6





　そこで，表 2 より「全国消費実態調査」の貧困率を確認すると，貧困ラインが 50％水準（中央
値の 50％未満）の場合，2014 年の貧困率は 9.9％である。60％水準だと貧困率は 15.6％まで上がり
（増加率 58.5％），40％水準だと貧困率は 5.4％まで下がる（減少率－ 44.9％）。貧困ラインが 50％





年，2014 年の等価可処分所得の中央値は，312 万円，290 万円，270 万円，263 万円と低下してい
る。それゆえ，その中央値の 50％水準で定義した貧困ラインも，156 万円，145 万円，135 万円，
132 万円へと低下した。にもかかわらず，その貧困ライン未満の所得しかない人口割合は 1999 年
の 9.1％から 2014 年は 9.9％まで増加している。
（１）　両調査のサンプル分布の特性や相対的貧困率の違いが生じる要因等について，内閣府・総務省・厚生労働省　
平成 27 年 12 月 18 日「相対的貧困率等に関する調査分析結果について」（http://www.stat.go.jp/data/zensho/2009/ 
pdf/hinkonritsu.pdf）参照。
（２）　ユニセフ・イノチェンティ研究所が 2017 年に発表した「イノチェンティ レポートカード 14」によれば，中央





1999 年 2004 年 2009 年 2014 年
貧困ライン
等価可処分所得の中央値 （万円） 312 290 270 263
貧困ライン（中央値の 60％） （万円） 187 174 162 158
貧困ライン（中央値の 50％） （万円） 156 145 135 132
貧困ライン（中央値の 40％） （万円） 125 116 108 105
貧困率
貧困ラインの定義：中央値の 60％未満 （％） 15.3 15.4 15.8 15.6
貧困ラインの定義：中央値の 50％未満 （％） 9.1 9.5 10.1 9.9




50％から 60％へ（増加率） （％） 68.1 62.0 56.7 58.5
50％から 40％へ（減少率） （％） － 45.3 － 44.4 － 41.7 － 44.9
注） ・貧困ラインは「平成 26 年全国消費実態調査 所得分布等に関する結果 結果の概要」掲載の中央値と貧困線より
算出。





　貧困ラインの低下は「国民生活基礎調査」でも同様であり，2000 年と 2015 年を比べて，等価可
処分所得の中央値は 274 万円から 245 万円へと約 30 万円減少し，その 50％水準にあたる貧困ライ
ンは 137 万円から 122 万円に低下した。1985 年を基準とした実質値でみても，中央値は 240 万円
から 211 万円へ，貧困ラインは 120 万円から 106 万円へと低下している（３）。にもかかわらず，貧困







　図 1 と図 2 は，世帯主が稼働年齢（15 ～ 64 歳）で子ども（0 ～ 17 歳）のいる世帯の貧困率を示
したものである。子どもの貧困率は子ども数を母数として子どものみで算出するが，子どものいる
世帯の貧困率は子どものいる世帯に属する世帯員すべてを母数として算出したものである。図で示
されている日本の数値は 2012 年データであり，「国民生活基礎調査」の 2015 年データ（2017 年 6
月公表）はまだ反映されていない。
　図 1 より，まず ⑴「大人が 2 人以上の世帯で就労者が 1 人の世帯」の貧困率をみると，日本は






　しかし，次の世帯タイプ ⑵「大人が 2 人以上の世帯で就労者が 2 人以上の世帯」では，日本の
貧困率は高くなる。日本の数値 11.4％は，⑴の図の数値 13.2％より低いものの，他国の貧困率は日
本以上に低いため，図の右側，貧困率が高い国へと移動している。
　⑴の図と⑵の図を比べると，つまり大人が 2 人以上の世帯で就労者が 1 人から 2 人以上になる
と，貧困率は低下し，多くの国では貧困はほぼ解消する。たとえばイギリスは 14.6％から 2.7％へ，
フランスは 13.0％から 2.8％へ，ドイツは 4.5％から 1.0％へと大きく低下しており，貧困率の高い
アメリカでさえ 25.6％から 5.1％にまで激減する。それに対して日本は 13.2％から 11.4％への変化
にとどまり，貧困率の低下はわずかである。ふたり親世帯で，夫のみが働く片働き世帯では貧困率
が低かった日本は，夫婦がともに働く共働き世帯では貧困率が高い国になるのである。
　大人が 2 人以上の世帯で就労者が 1 人の世帯と 2 人以上の世帯を比べて貧困率に大きな変化がな
いということは，2 人目の大人が就労しても，その就労で世帯所得を増加させる効果が弱いことを
（３）　厚生労働省「平成 28 年国民生活基礎調査」所得・貯蓄（第１巻・第２章）貧困の状況（213 表）。
（４）　0 ～ 17 歳の子どもとその親 1 人以外に，18 歳以上の子どもや子どもの祖父母がいる世帯など。
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図 1　世帯主が稼働年齢で子どものいる世帯の就労状況別にみた貧困率（2014年前後）
⑴ 大人が 2 人以上の世帯で就労者が 1 人の世帯
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⑵ 大人が 2 人以上の世帯で就労者が 2 人以上の世帯
0.7 0.8 1.0 1.2 1.3 1.3 1.3 1.4 1.7 1.8 
2.1 2.2 2.6 2.7 2.7 2.7 2.8 3.1 
3.5 3.5 3.7 








































































































































































































⑶ 大人が 1 人の世帯で就労者が 1 人の世帯
4.3 
9.5 9.8 11.2 
13.9 14.3 
16.1 16.7 17.7 17.8 
19.2 19.3 19.6 20.9 21.0 
21.4 21.4 21.6 21.8 21.9 22.9 
23.2 
25.2 26.9 
27.9 28.2 29.6 
29.9 31.2 
32.0 32.2 32.3 32.9 













































































































































































































　   ・ インドとロシアは 2011 年，日本は 2012 年，ブラジルと中国は 2013 年，チリと南アフリカは 2015 年のデータ
であり，オランダと南アフリカは暫定データである。
資 料）OECD Family Database, Data for Chart CO2.2.C Poverty rates in households with children and a working-
age head, by household type and household employment status, 2014 or nearest available year, Sources: OECD 





　⑶の図は，「大人が 1 人の世帯で就労者が 1 人の世帯」の貧困率をみたものである。子どものい
る世帯の大人とは子どもの親とは限らず，0 ～ 17 歳の子どもが祖父母と暮らす世帯や 18 歳以上の
きょうだいと暮らす世帯なども含まれるが，多くは子どもがひとり親と暮らしている世帯であり，
母子世帯が典型である。この世帯タイプの貧困率をみると，日本は 56.0％ときわめて高く，図の右
端に位置する。OECD33 ヵ国平均 23.2％と比べて 2 倍以上も高く，イギリス 9.8％，ドイツ 13.9％，





業構造基本調査」2012 年 83.2％（有業率），総務省「国勢調査」2015 年 79.9％，総務省「労働力調
査」2016 年 85.7％である。先進国平均は 64.9％であり（OECD31 ヵ国平均，2014 年前後，0 ～ 14
歳の子どもがいる 15 ～ 64 歳のシングルマザー），イギリス 58.5％（2014 年），フランス 63.1％
（2014 年），ドイツ 66.8％（2013 年）の EU 3 ヵ国と比べても，日本の就労率は高い（５）。
　つまり日本は，母子世帯の母親の就労率が非常に高く，しかも働いている母子世帯の貧困率も非
常に高い特徴をもつ。それゆえ子どもの貧困の国際比較では，この特徴的な母子世帯に注目が集ま















（５）　OECD Family Database, Data for Chart LMF1.3.A. Employment rates for partnered mothers and single 
mothers, 2014 or latest available, Sources: European Union Labour Force Survey.（2017 年 10 月 15 日閲覧）
（６）　OECD Family Database, Table SF1.3.A: Children by the presence of parents in the household, 2014 or latest 

















1 人」「就労者 2 人以上」の 3 つの就労状況別に貧困率をみたものである。まず「就労者なし」の






率は，1 人の就労で 20.7％に下がり，2 人以上の就労で 4.2％にまで低下する。子どものいる世帯の
貧困は親が就労すれば減るのであり，とくに父親と母親の両方が就労すれば貧困率は 4％程度にま
で縮小するのが先進国の平均的な姿である。それに対して日本は，就労者がいなければ 5 割を超え





子どものいる世帯を「大人 1 人と子どもの世帯」（≒ひとり親世帯）と「大人 2 人以上と子どもの
世帯」（≒ふたり親世帯）で分けてみると，ひとり親世帯の世帯員は 2014 年でわずか 2.2％にすぎ
ず，97.8％がふたり親世帯に属している。貧困世帯に限った構成比でみると，ひとり親世帯の世帯
員は 13.9％（2014 年）まで増加するが，それでも 86.1％はふたり親世帯の世帯員である。
表 3　子どものいる世帯の就労状況別にみた世帯員分布（全国消費実態調査）
子どものいる世帯
大人 1 人と子どもの世帯 大人 2 人以上と子どもの世帯









1999 年 100.0% 1.5% 0.3% 1.3% 98.5% 1.0% 45.0% 52.5%
2004 年 100.0% 1.9% 0.2% 1.7% 98.1% 0.9% 43.8% 53.4%
2009 年 100.0% 2.6% 0.4% 2.2% 97.4% 1.3% 41.6% 54.5%





1999 年 100.0% 11.6% 2.8% 8.8% 88.4% 6.0% 45.6% 36.8%
2004 年 100.0% 13.1% 2.5% 10.6% 86.9% 5.6% 44.6% 36.7%
2009 年 100.0% 18.0% 4.3% 13.7% 82.0% 8.2% 39.4% 34.4%
2014 年 100.0% 13.9% 2.7% 11.2% 86.1% 8.8% 37.6% 39.8%
注）・「大人」とは 18 歳以上の世帯員，「子ども」とは 17 歳以下の世帯員をいう。
　   ・ 「有業者」とは「勤め先収入」または「事業・内職収入」による年間収入のある世帯のうち，18 ～ 64 歳の就業
している世帯員をいう。
　   ・貧困ラインは，等価可処分所得中央値（中位数）の 50％。







者 1 人」の世帯と「有業者 2 人以上」の世帯であり，そのうち 1999 年から 2014 年の推移で割合が
増えたのは「有業者 2 人以上」世帯の世帯員である。この世帯タイプの世帯員が子どものいる世帯

























　次頁図 4 について，まず，A の図「課税前・給付前」の貧困率は，図 3 ①②の段階で家計が得
（７）　前掲注（2）の「イノチェンティ レポートカード 14」によれば，世帯内に就業者がいない子どもの割合は，ド












た所得，いわゆる市場所得レベルで計測した貧困率である。1985 年から 2012 年まで約 30 年間の
推移をみると，1985 年の日本は 10.5％であり，ドイツ 18.0％，イギリス 19.5％と比べて低かった
ことがわかる。しかしその後，日本は 1995 年 14.0％，2006 年 17.9％，2012 年 20.6％と上昇し，




　図 4 B「課税後・給付後」の貧困率は，図 3 ①②③④を経た後の段階で家計が得た所得，いわゆ
図 4　稼働年齢層（18～ 65歳）の貧困率と所得再分配による貧困削減率
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　   ・ 「1995 年」のイギリスは 1994 年，フランスは 1996
年の数値である。




資 料）OECD.Stat,  Social  Protection  and Well-being/





ということはできない。日本の 1985 年の貧困率 10.6％は，ドイツ 4.7％，イギリス 6.1％よりも高
かったからである。その後も日本の貧困率は，1995 年 11.9％，2006 年 13.4％，2012 年 14.5％と高
まっている。EU 3 ヵ国も傾向的に上昇しているが，日本ほど高くはなく，日本の貧困率は現代で
も 1980 年代と同様，EU 3 ヵ国よりも高い。
　図 4 C は，所得再分配で貧困率がどれだけ下がったか，「課税前・給付前の貧困率」と「課税後・
給付後の貧困率」を比較して，その差を割合で示した貧困削減率である。これをみると，日本と
EU 3 ヵ国は対照的な動きであったことがわかる。日本の貧困削減率は 1985 年の段階で－ 1.0％と
マイナスであった。所得再分配で貧困率が低下するどころかむしろ増加したことを意味しており，
実際，貧困率は課税前・給付前（10.5％）より，課税後・給付後（10.6％）のほうが高かった。こ
のような逆転現象はその後解消し，日本の貧困削減率は 1995 年 15.0％，2006 年 25.1％，2012 年

















大きく，2005 年 2 月「フリーター漂流」（NHK スペシャル），2006 年 7 月「ワーキングプア」














景気基準日付によると，2002 年 1 月～ 2008 年 2 月（73 か月）は戦後最長の景気拡張期であり，い
ざなぎ景気（1965 年 10 月～ 1970 年 7 月：57 か月）を越える好景気（いざなぎ越え，いざなみ景
気）だったとされる。だが働く人々の間で好景気の実感はなく，むしろ一般的には貧困が広がった










給与と特別に支払われた給与の合計額）の実質賃金指数は，2015 年平均を 100 とした場合，5 年前
の 2010 年は 105.6 であった（１１）。つまり，この 5 年間で労働者の賃金は購買力としても減ったこと
を意味している。しかも 15 年前の 2000 年は 113.3，25 年前の 1990 年は 111.0 だったという数値か
らわかるように，日本の常用労働者の実質賃金は長期的に下がってきた。
　その背景のひとつにあるのは非正規雇用者の増加であろう。総務省「労働力調査」によると，男
性の雇用労働者に占める非正規雇用者の割合は，1990 年には 8.8％にすぎなかったが，2000 年から
2010 年の間に 11.7％から 18.2％まで急増し，2017 年現在，21.7％を占めるまでになった。女性の




仕事をしている有業者の所得構成比について，末子年齢が 3 歳未満の父親と 12 ～ 14 歳の父親でみ
たものである。1997 年から 2012 年にかけて，いずれの父親でも低所得層の構成比が増えているこ
とがわかる。たとえば末子年齢 3 歳未満の父親で年収 300 万円未満の割合は，1997 年 11.6％から
（１０）　内閣府「平成 26 年度 年次経済財政報告」129-130 頁。
（１１）　厚生労働省「毎月勤労統計調査」全国調査，長期時系列表，指数及び増減率，25 表（事業所規模 5 人以上，
就業形態計，調査産業計，年平均）。
（１２）　総務省「労働力調査（詳細集計）」全都道府県，長期時系列データ，長期時系列表 9（2001 年までは 2 月調査，
2002 年以降は 1 ～ 3 月平均）。
日本における「子どもの貧困」問題（藤原千沙）
45
2012 年 18.1％まで拡大した。末子年齢 12 ～ 14 歳の父親では年収 300 万円未満の割合は減るが，
1997 年と 2012 年を比べて 8.2％から 12.8％へとその割合を増やしている。
　ふたり親世帯の夫，すなわち子どもの父親の稼働所得が低下した場合，子どもの母親が就労して
貧困に陥るのを防ぐことは，世帯として取りうる抵抗手段のひとつである。しかし日本は，ふたり




























300万円未満 300～499万円 500～699万円 700万円以上 不詳 





















300万円未満 300～499万円 500～699万円 700万円以上 不詳 
注）・世帯の家族類型が「夫婦と子供から成る世帯」の夫（有業者）の所得である。




イギリス 16.9（2015 年），ドイツ 17.1（2014 年）に対して，日本は 25.9（2014 年）である（１３）。いず
れの国でも賃金格差はあり，女性の賃金は男性を下回るが，男性を 100 としたときの女性の賃金は
8 割以上（フランス 86.3，イギリス 83.1，ドイツ 82.9）の EU 3 ヵ国に対して，日本は 7 割台（74.1）
であることを示す数値である。厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の最新結果の報道発表用資料
では「男女間賃金格差は過去最小」とのタイトルで，女性の賃金（244,600 円）がこれまでの調査






　男女間の賃金格差は，子どものいる男女間の比較ではよりいっそう拡大し，25 ～ 44 歳で 16 歳
未満の子どものいる男女では，日本の格差は 60.9（男性を 100 とした場合 39.1）に及ぶ（１５）。OECD
平均 21.8（男性を 100 とした場合 78.2）と比較して，日本の格差の大きさ，すなわち子どもの父親
に対する子どもの母親の稼得力の低さは際立っている。子どものいる男女の賃金格差が男女一般の
賃金格差よりも拡大する現象について，OECD は「母親ペナルティ motherhood penalty」と呼び，













（１３）　OECD Family Database, Data for Chart LMF1.5.A. Gender gap in median earnings of full-time employees, 
2002, 2008, and 2014 or latest available, and Gender gap in median earnings of full-time employees, 1970-2015.
Source: OECD Employment Database.（2017 年 10 月 15 日閲覧）
（１４）　厚生労働省「平成 28 年「賃金構造基本統計調査」の結果～男女間賃金格差は過去最小～」報道発表用資料
（2017 年 2 月 22 日）。
（１５）　OECD（2012）Closing the Gender Gap : Act Now, OECD. 出典データ（Figure 13.3. The price of motherhood 








れば，2017 年 1 月現在，「夫婦と子ども 2 人」のケースで給与収入 500 万円の個人所得税は，フラ
ンス 39.3 万円，ドイツ 46.5 万円，イギリス 67.6 万円に対して，日本は 15.8 万円である。アメリカ
は 8.0 万円と日本以上に低いが，EU 3 ヵ国は日本よりも高い所得税を支払っている。給与収入
1000 万円の個人でみても，所得税の負担額はフランス 133.7 万円，ドイツ 195.3 万円，イギリス






29.8％であり，EU 3 ヵ国（ドイツ 40.9％，フランス 37.7％，イギリス 35.9％）よりも低い（１８）。日本
も約 30 年前の 1986 年度では国税収入の 39.3％を所得税が占めていたが，消費税の導入と所得税減
税により，所得税の比重は低下した。経済規模を表す指標として名目 GDP（国内総生産）をみる
と，1995 年度，2005 年度，2015 年度の日本の GDP は 516.7 兆円，525.8 兆円，532.2 兆円と拡大し，
政府の一般会計歳入も 80.6 兆円，89.0 兆円，102.2 兆円と増えている。しかし所得税による政府の






　厚生労働省の「平成 26 年所得再分配調査」によると，等価当初所得（２１）の所得階級が 700 ～ 750
万円の場合，社会保険料として年間 81.8 万円を拠出しており，それは等価当初所得（719.7 万円）
の 11.4％に相当する。その割合は所得が低くなるほど高くなり，500 ～ 550 万円階級では 12.1％（63.2











では 14.6％（18.2 万円／ 124.3 万円）である。低所得層は拠出額自体は少ないものの，そもそもの
所得自体が少ないため，支出割合としては大きく，高所得層より重荷になるのである。
　具体的な家計構造でみてみよう。表 4 は，勤労者世帯の 1 か月の家計収支について，「母子世帯」
と「18 歳未満の子どもがいる世帯」を取り出してみたものである。世帯主の年齢は 40.1 歳，40.9
歳とほぼ同じであり，18 歳未満の世帯員も 1.60 人，1.84 人と近い。「18 歳未満の子どもがいる世
帯」の世帯人員は 3.87 人で，1.84 人の子どもと 2 人の親から成るふたり親世帯が典型だろう。1 か
月の実収入は 486,095 円であり，「母子世帯」のそれはその半分以下の 215,458 円である。
　まず，家計から政府に拠出する非消費支出（③）をみると，「母子世帯」は直接税として 6,124
円，社会保険料として 19,666 円を政府に拠出している。絶対額として直接税よりも社会保険料の
ほうが高く，税の 3 倍以上の金額を社会保険料として支出している。「18 歳未満の子どものいる世
帯」の拠出額は，実収入が高い分，「母子世帯」よりも多額である。しかし直接税が実収入に占め









　18 歳未満人員（人） 1.60 1.84
有業人員（人） 1.03 1.56
世帯主の年齢（歳） 40.1 40.9
実収入 215,458 100.0% 486,095 100.0%
①② 　勤め先収入 181,869 84.4% 449,507 92.5%
①② 　事業・内職収入 － － 1,693 0.3%
①② 　本業以外の勤め先・事業・内職収入 1,160 0.5% 2,402 0.5%
　他の経常収入 26,616 12.4% 24,630 5.1%
④ 　　社会保障給付 22,608 10.5% 21,593 4.4%
実支出 216,402 100.4% 384,203 79.0%
　消費支出 190,464 88.4% 297,206 61.1%
③ 　非消費支出 25,938 12.0% 86,997 17.9%
③ 　　直接税 6,124 2.8% 34,917 7.2%
③ 　　社会保険料 19,666 9.1% 51,993 10.7%
可処分所得（実収入－非消費支出） 189,520 399,098








ら受け取る社会保障給付④ 22,608 円よりも，非消費支出③ 25,938 円のほうが高いことがわかる。
母子世帯への主な社会保障給付である児童扶養手当は 2002 年の改革で，就労等による収入が一定

























障給付が実収入に占める割合は 10.5％（22,608 円）にすぎない。つまり福祉に “依存” して暮らし






支援策の課題」（『女性労働研究』44 号，2003 年），同「2002 年改革後の母子世帯と就業支援策の状況――児童扶
養手当の削減と凍結をめぐって」（『女性と労働 21』65 号，2008 年），同「母子家庭支援分野における就労支援が








　1968 年に北九州青年会議所から刊行され 2017 年に復刻された林えいだい氏の写真集『これが公
害だ』には，「『公害体操』をしたあと乾布摩擦をする子どもたち」とのキャプションのついた写真
がある（２３）。「公害体操」とは気管支や呼吸筋を鍛える呼吸運動訓練の呼称であり，当時，北九州だ
けでなく大気汚染公害の深刻な地域において乾布摩擦とともに推奨されていた。「公害に負けない
身体をつくる」として，大気汚染が蔓延する空の下で，子どもたちが集団で体操をしていた現実
を，私たちは現在，どう受けとめたらよいのだろうか。体操や運動によって呼吸筋が鍛えられ，喘
息に苦しむ回数がたとえ減ったとしても，大気汚染は解消せず，公害はなくならない。悪影響を緩
和するために個人に働きかけるだけでは問題を生み出す構造は変わらないのであり，北九州市が今
日「公害を克服した」と評価されるのは公害を生み出さないための企業と行政の取り組みがあった
からであり，それを促した市民の運動が背景にあった。「貧困に負けない力」「貧困を乗り越える
力」を子どもたちにつけさせることは，貧困の克服と同義ではない。公害対策の経験は，貧困対策
としても示唆的である。
 （ふじわら・ちさ　法政大学大原社会問題研究所教授）　
（２３）　林えいだい『《写真記録》これが公害だ―北九州市「青空がほしい」運動の軌跡』新評論，2017 年，116-
119 頁。
